
１．IPM実践指針(ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ)の⾒直しに関する検討会（継続）

② 総合防除評価⼿法分科会（R７より開催）
• 総合防除の評価⼿法を検討し、確⽴。ガイドラインの付表に。

① 総合防除体系確⽴分科会（R７より開催）
• 特定の難防除病害⾍の防除体系を検討し、確⽴。実践指標モデル
としてガイドラインの付表に。

２．広域型総合防除体制検討会（R７より開催）
• 広域型総合防除体制の在り⽅を検討。事例（埼⽟県、オプティムなど）を
収集し、課題・上⼿くいっている点などを検証。

〇 総合防除推進の道⾏きについて（検討案）

実践指標の
⾒直し・策定

農業者

指導

グリサポ・消安交付⾦による産地での実証
総合防除実践マニュアル（R6〜７）

都道府県

総合防除実践指標

• 都道府県（病害⾍防除・普及指導担当）からの周知のほか、総合防除の実践に向けた全国説明会（Ｒ７）、
全国普及指導員等研修（10⽉、１⽉）、全農防除指導員養成講習会（６⽉）等にて説明、講習を実施。

３．発⽣予察検討会（R７より開催）
• 発⽣予察の在り⽅を検討。課題を取りまとめ、対応する改正案を検討。

（⾚字が新たな取組）

４．その他、課題の整理（R８より実施）
• R9に制定後５年となる総合防除基本指針（告⽰）の法に基づく再検討の準備
を⾏う。その他、総合防除の推進に必要な事項が発⽣した場合に検討を実施。
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第４回総合的病害虫・雑草管理（IPM）実践指針の見直しに関する検討会



○現状の病害⾍防除体制について
 現状は、個々の農業者が⾃⾝のほ場の状況を踏まえ、防除の是⾮を判断。
 この状況には以下の課題がある。
① 気候変動等による病害⾍の発⽣状況の変化により、防除適期の判断が困難な状況
② 農業者の減少・⾼齢化、経営規模の⼤規模化等による労⼒不⾜
③ ⾃⾝のほ場外の荒廃農地、街路樹、森林等に、病害⾍の発⽣源が存在

 この結果、地域内に病害⾍のスポット的な発⽣源が⽣じ、地域内の防除効果が低減。

地域全体の防除
パフォーマンスの

低下
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広域型総合防除体制



○現状の病害⾍防除体制からの転換〜 広域型総合防除体制の構築〜

 これまでのほ場単位で被害を抑えるのではなく、地域単位で防除計画を⽴案し、地域⼀体で防除を実施す
る体制に転換し、効果的・効率的な病害⾍防除となるよう防除体制を再整備する必要。

広域型総合防除のイメージ

 防除組織やサービス事業体等も活⽤した広域型総合防除体制モデルの地域毎の検証を⽀援し、
横展開。

リーダー サービス事業体技術指導者農業者 発⽣源所有者等

①サービス事業体の活⽤
②役割分担の⾒直し

⽳のない防除対策
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